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〔Ⅰ〕平成 30年度事業報告 

 
Ⅰ．【研究事業】 
 
 2018 年度のわが国経済は、異次元金融緩和が継続される中、雇用環境の更なる改善 1、

訪日外国人観光客の増加 2等の好材料の一方で、中国経済の減速、輸出環境の悪化等もあり、

民間消費支出、輸出、民間住宅建設等が落ち込み 3、実質国内成長率は 0.9％（2017 年度同

1.9％）となり、戦後最長の景気回復も曲がり角に直面しつつある。消費者物価上昇率も政

策目標を大きく下回る結果となった 4。この中で、政府は、国家戦略特区、地方創生関係交

付金創設等の地方創生政策を推進しているが、依然として東京圏への人口流入が続く等、

未だ顕著な成果は現れていない。 
このような動きの中で、当財団は「都市化の進展による都市・地域の変化」の実態を直

視しつつ、そのあるべき姿について調査研究提言を行った。 
１．調査研究 
（１）都市化に関する調査 
都市再生・地域再生・国土計画等に関する時宜を得たテーマを選定、調査研究会を設置

して研究会を開催した。 
（ⅰ）国土・都市計画研究会（4 回） 
（ⅱ）社会資本研究会（6 回） 
（ⅲ）地域社会資本研究会（3 回） 
（ⅳ）経済社会研究会（7 回） 
（ⅴ）道州制研究会（1 回） 
（ⅵ）東京圏研究会（3 回） 
（ⅶ）都市・土地研究会（2 回） 
 

2．地域再生事業への提言・支援 
 地域再生事業への提言・支援を行った。当年度は、兵庫県養父市の中山間農業モデルの

構築（国家戦略特区事業）、同市の(ECI 方式による)市民会館建設事業、岡山市の NGO 法

人アムダとの高知県・徳島県市町の南海トラフ対策、滋賀県近江八幡市の空き家対策事業、

山形県小国町の地域振興事業、鳥取県 PFI・コンセション事業及び及び岩手県西和賀町の高

齢社会対策事業等への提言・支援を行った。 
 

1 2018 年度末完全失業率 2.4％（2017 年度末同 2.8％） 
2 2018 年訪日外国人観光客数 31 百万人（2017 年同 29 百万人） 
3 2018 年度民間最終消費支出伸び率 0.7％（2017 年度同 1.0％）、2018 年度民間住宅建設

伸び率▲0.7％（2017 年度同▲4.2％） 
4 対前年比コアコア CPI：2018 年度末 0.4％（2017 年度末同 0.1%、2016 年度同 0.6%） 

                                                   



2 
 

 
3．地域データベースの充実と活用 
 地域の経済社会に関する様々なデータベースを更に充実させた。即ち、人口、労働、県

民生産、事業所、財政、金融、経済動向、農林水産、製造業、卸小売、サービス、観光、

運輸・交通、港湾、エネルギー、情報・通信、生活、文化、国際交流等の広範囲にわたる

地域データの整備・データ補充を行った。当年度は、特に、東京圏への更なる人口流入を

受け、首都圏の人口移動関連データの整備を重点的に行った。 
 
4．社会への情報発信 
都市再生、地域再生等財団で調査研究した成果を、HP 等を活用して広く社会に情報発信

を行った。財団季報「都市化」において、研究成果を公刊するとともに、今年度から、国

土・地域問題をテーマとして各界からの議論を寄稿していただく論壇を設置し、6 件の寄稿

を得た。更に、日刊建設工業新聞「所論諸論」に 4 回のコラム掲載を行うとともに、地域

経済データについては、問い合わせがあったところへのデータ提供等を行った。 
(１)  季刊都市化の刊行 
(ⅰ) 地域学について 
(ⅱ) 平成 30 年 7 月豪雨について 
(ⅲ) 建設業法 
(ⅳ) デフレからの脱却 

(２)  論壇 
(ⅰ) 今後の社会資本整備を考える 

(ⅱ) 首都圏近郊都市のスポンジ化進行 

(ⅲ) 四全総の 2025年展望を顧みて（上） 

(ⅳ) 四全総の 2025年展望を顧みて（下） 

(ⅴ) サブリース問題について 

(ⅵ) 株式会社と利益追求―地域公共会社との関わりにおいてー 
 
 
 
 
Ⅱ．【庶務事項】 
１.理事会及び評議員会等の開催 
（１）第２６回 理 事 会（書面開催） 

  日 時：平成３０年６月１日（金） 

  議 題：「平成 29年度事業報告及び計算書類承認の件」 

      「平成 29年度公益目的支出計画等実施報告の件」 
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      「業務報告理事会開催の件」 

      「定時評議員会招集の件」 

 

（２）第１２回 評 議 員 会 

  日 時：平成３０年６月１９日（火）14：00～14：40 

  議 題：「基本財産増額承認の件」 

「平成 28年度事業報告及び計算書類承認の件」 

 

（３）第２７回 理 事 会 

  日 時：平成３０年６月１９日（火）14：50～15：10 

  場 所：海運クラブ会議室 

  議 題：「理事長及び業務執行理事の業務執行状況報告の件」 

 

（４）平成３１年度の調査研究テーマ選定委員会 

  日 時：平成３１年２月５日（火）14：30～16：30 

  場 所：航空会館会議室 

  議 題：平成３１年度の調査研究テーマの選定 

 

（５）第２８回 理 事 会（書面開催） 
日 時：平成３１年３月８日（金） 

  議 題：「平成 30年度事業報告及び決算見込報告の件」 

      「平成 31年度事業計画及び収支予算承認の件」 

「評議員会開催の件」 

「評議員候補に高橋通夫氏を推薦する件」 

「平成 30年度業務報告理事会開催の件」 

 

（６）第１３回 評 議 員 会 

  日 時：平成３１年３月２０日（水）14：00～14：50 

  場 所：海運クラブ会議室 

  議 題：「平成 30年度事業報告及び収支決算見込報告の件」 

      「平成 31年度事業計画及び収支予算承認の件」 

      「理事長及び業務執行理事の業務執行状況報告の件」 

      「評議員として高橋通夫氏を選任する件」 

       

（７）第２９回 理 事 会 

  日 時：平成３１年３月２０日（水）15：00～15：30 
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  場 所：海運クラブ会議室 

  議 題：「理事長及び業務執行理事の業務執行状況報告の件」 

 


